
　

　

　

　

　

　

　

　
農業部門の縮小とその原因

　「農業の衰退」という言葉が聞かれるようになって久しい。わが国に

おける農業部門の国内総生産は、1990 年代中旬以降、減少の一途をた

どっており、GDP に占める農業総生産の比率 1（以下、「農業部門の割合」）

も、1970 年から 2013 年までの 50 年足らずで約 10 分の 1 に落ち込んで

いる（図 1）。

　こうした経済発展に伴う農業部門の割合の低下は、どの国においても

みられる普遍的傾向である。この統計的事実は、様々な国の長期にわた

る経済データから発見した英国の経済学者の名をとって、「ペティ＝ク
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1 国民経済計算（各年度版）から、「農業部門の割合＝経済活動別国内総生産（農業）
÷国内総生産」として算出したもの。



ラークの法則」と呼ばれる。

　経済成長とともに農業部門の割合が低下する原因は、一般に、農業部

門の生産財（以下、農産物）に対する需要の伸びが、所得のそれより小

さいことに求められるが、これは次のように説明される。

　はじめに、第 i 家計の農産物に対する需要（ ）の所得弾力性（ ）は、

次の式で与えられる。ただし式中の は第 i 家計の所得を表し、「・」は増

加率を表す記号である。

　この式を変形すると次の方程式を得る。

　この式から、農産物に対する総需要（ ）の増加率は、農産

物に対する各家計の需要変化率と総需要全体に占める各家計の割合の積

和として、次の方程式で与えられる 2。ただし式中の は、

総農産物需要全体に占める第 i 家計の需要割合を表している。

　ここで農産物に対する需要の所得弾力性と所得増加率が全ての家計で

等しいと仮定できるのであれば、農産物に対する総需の増加率（ ）

を次式のように表わすことができる 3。
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　この式から、農産物に対する需要の所得弾力が１より小さい（ ）

ならば、農産物需要の伸びは所得の伸びより小さい（ ）といえる。

　また農業部門の割合を と定義するならば、その変化率

は次のように表すことができる。ただし式中の は、農業部門の国

内総生産を表している。

　需要の変化に応じて生産調整がなされるのであれば、 とみ

なすことができる。また 1 人あたり GDP（以下、 。ただし、

N は人口を表す。）の増加率を経済成長率（以下、g）と定義して、

を仮定すると 4、上の式を次のように書き替えることができる 5。

　数式６は、農業部門の割合が拡大するか否かを決定づけるのは、① 

人口増加率（ ）と② 経済成長率（ ）、③ 農産物に対する需要の所

得弾力性（ ）であることを示している。特に の範囲で、 が

から遠ざかるほど、農業部門の比率は経済成長とともに急速に縮小する

ことがこの式においても示されている。

農産物は必需財か

　わが国の経済成長率 6 は、70 年代前半のオイルショックや 90 年代前
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4 

5 　　　　  であることから、　　　　　　　　 となることに留意すると、

　  は以下のよう表すことができる。

6 本稿では、ひとりあたり実質 GDP成長率を経済成長率としている。



半のバブル崩壊、2000 年代後半の世界金融危機などの期間を除けば、

全体に低下傾向にあるものの、概ねプラスで推移している（図２）。し

たがって、農産物が必需剤であるなら、需要は増加傾向にあるはずであ

る。

　農産物の中でも特に、わが国において主食とされるコメは必需財であ

り、その需要の所得弾力性（以下、 ）は、 を満たすと

考えられる。そうであるならば、経済成長率がプラスである限り、需要

の伸びもプラスでなければならない。

　しかしながら、わが国のコメに対するひとり・年あたり需要とその伸

び率（対前年）を示した図３によると、コメの需要は全体として減少傾

向にあることが見て取れる。

		  コメは必需財か
54 ——	−コメに対する需要の所得弾力性の推計−

7 国民経済計算は何度も見直しがなされており、同一基準による一貫したデータが
存在しない。本稿では、1960年～ 79年までは 1990年基準、1980年～ 93年まで
は 2000年基準、1994年以降は 2005年基準のデータを用いて、「実質経済成長率
＝実質 GDP成長率－人口増加率」を算出している。

8 本稿では、平成 25年度食料需給表（農林水産省）に示されているひとり・年あ
たり純食料（＝（国内消費仕向量－（飼料用＋種子用＋加工用＋減耗量））×歩
留り÷人口）を、各農産物に対する国民ひとり・年あたり需要量として採用して
いる。



　また、横軸に経済成長率 7、縦軸に米と小麦に対する需要の変化率 8

をとり、両者の相関関係を描いた図４を見ると、横軸に対して４５°の

傾きを持つライン（４５°線）の下方にデータが集中しており、コメに

対する需要の伸びは、所得の伸びより小さいことがわかる（ ）。
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　また第４象限にも多くのデータが位置していることから、コメが必需

剤というよりむしろ、劣等財（ ）である可能性が疑われる。

　そこで以下では、マクロデータを用いてコメに対する需要の所得弾力

性を推計し、この点に関する検証を行う。

コメに対する需要の所得弾力性の推計

　t 年度のひとりあたり所得を 、コメに対するひとりあたり需要を

で表す。このときコメに対する需要の所得弾力性（ ）は、

のように定義される。 が の関数で表されるのであれば

と な る 9。 そ こ で 以 下 で は、

と の関係を特定化し、 の推計を行っていく。

　モデルの推計にあたり、本稿では、平成 25 年食料需給表に掲載され
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56 ——	−コメに対する需要の所得弾力性の推計−

9 　　　　　　　　　　　　　　であることに注意すると、微分のルール

　  より、　　　　　　　　　　　　　　　を得る。



ている「コメのひとりあたり純食料（＝純食料÷人口）」を 、と

する。一方 には、国民経済計算から得た「実質 GDP」を「人口」で

除した「ひとりあたり実質 GDP（以下、 ）」を用いる。ただし国民

経済計算は何度も見直しがなされており、同一基準による一貫したデー

タが存在しない。そのため、1960 年～ 79 年までは 1990 年基準、1980

年～ 93 年までは 2000 年基準、1994 年以降は 2005 年基準の実質 GDP

を用いている。

　図 5 は、こうして得た 1960 年から 2013 年までのデータについて、

に対する の相関関係を描いたものである。全体に負

の相関関係が見て取れる。

　はじめに、 と の関係を次のように特定化する。

ただし式中の は、

を満たす誤差項である。

　1960 年から 2013 年までのデータを用い、最小二乗法によって

R-model 1 を推計した回帰結果を示したのが表 1 である 10。

　モデルの適合度は 95% 超と高く、パラメータも有意である。R-model 

1 では であることから、ひとりあたり所得が 1％上昇すること

によって、コメ需要が 0.45% 減少すると推測される。

　ところで表 1 を見ると DW 統計量は誤差項について正の系列相関が
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10 表中の LOGGDPCAPは、 を意味している。



あることを示しており、t 値が過大に評価され、パラメータの有意性に

ついて誤った判断を下している可能性がある。

　誤差項に系列相関が生じる原因には様々なものが考えられるが、その

うちのひとつがモデルの特定化の誤りである。そこで以下のように再特

定化したモデルについて推定を行う。

　表 3 は R-model 2、表 4 は R-model 3 の推定結果を示したものである 11。

モデルの適合度は R-model 1 より上昇し、パラメータも有意であるが、

いずれも DW 比が低く、誤差項に正の系列相関が発生している。

		  コメは必需財か
58 ——	−コメに対する需要の所得弾力性の推計−



　また図 5 によると、 が低いところでは緩やかに低下していた

が、ある水準を超えた付近から急速に減少しており、構造変

化が生じている可能性が疑われる。

　そこで R-model 1、2、3 について Step-wised Chow Test を実行し、

得られた F 値が最も高い時点で構造変化が生じたと判断して、構造変

化を織り込んだモデルを最特定化する。
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11 表中の LOGGDPCAP2は、 2を、LOGGDPCAP3は、 3を
意味している。



　各モデルに対して実行した Step-wised Chow test の F 値の推移を示

したのが図 6 ～ 8 である。図 6 の水平破線は自由度（2, 50）の、図 7 の

水平破線は自由度（3, 48）の、図 8 の水平破線は自由度（3,49）の F 分

布の 99％点を示している。これらの図から、いずれのモデルも 1998 年

に構造変化が生じた可能性が考えられる。

　そこで 1998 年以降で 1、それ以外はゼロの値をとるダミー変数（D98）

を生成し、新たに次の 3 つのモデルを推定する。
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　これらのモデルについて、多重共線性の問題から推定を行わなかった

R-model 3D を除く推定結果を示したのが表 4, と表 5 である。R-model 2, 

3 より適合度は上昇しており、R-model 1D はパラメータも有意だが、

DW 比が低く、有意でないものを有意であると判断している可能性があ

る。
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　そこで誤差項に１階の自己相関を仮定した次のモデルを非線形最小二

乗法によって推計する。
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　各モデルの推定結果を示したのが表 6 ～ 10 である。
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		  コメは必需財か
64 ——	−コメに対する需要の所得弾力性の推計−



　いずれも DW 比は高く、A.3 の仮定は満たされていると考えられる。

また適合度も 99％と高く、改善がなされている。ただ R-model 2AR と

R-model 1DAR、R-model 2DAR は、t 検定の結果、いくつかのパラメー

タについて、有意性が低いと判断される。そこでそうした変数を除き、

次のモデルを再推計した結果を示したのが、表 11 ～ 13 である。
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　一般に、説明変数の数が増えるほど適合度は上がるが、推定の信頼度

が低下する。したがって、適合度が高く説明変数の数も多すぎないモデ

ルを選ぶことが重要である。

　いくつかの回帰モデルの候補の中から、上記規準に照らし合わせた場

合に適切だと考えられるモデルを選択する際に最もよく利用されるモデ

ル選択規準が、赤池情報量規準（AIC）とシュワルツ情報量規準である。

表 14 は、ここまでで得たモデルについて、赤池情報量規準とシュワル

ツ情報量規準をまとめたものであるが、両規準ともに R-model 3AR の

ものが最も低くなっており、これを採択することにする。
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　図 9 は、R-model 3AR の推計によって得た、回帰パラメータの推計

値（「 」で表記）から、

として算出したコメ需要の所得弾力性推計値の推移を示したものであ

る。これによると、急速に低下していたコメ需要の所得弾力性は 70 年

代に入ると回復に転じ、90 年代以降は 0.5 から 0.6 の間で安定的に推移

している。60 年代中旬から 70 年代にかけて所得弾力性がマイナス、す

なわち劣等財となることもあったが、それを除けば、コメは必需財であ

り続けていることが見て取れる。
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コメ需要に影響を与えるもうひとつの要因

　そうであるなら、何故、図 4 において、経済成長率がプラスであるに

もかかわらず、コメ需要の伸びがマイナスになるという事象（第 4 象限）

が生じるのだろうか。

　一般に、需要は所得のほか、財価格の影響を受けるとされる。コメ価

格を とし、コメの需要関数を として表すとき、コ

メ需要の変化率は次のように表される。

　つまり、コメが必需財であるにもかかわらず、経済成長率がプラスの

時期にコメ需要が低下していたのは、 、つまり、

価格効果が与える影響が大きかったためだと考えられる。

　この議論はすべての農産物に適用される。つまり、経済成長とともに
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農業生産、および、農業の割合が低下する原因は、一般に、農産物需要

の所得弾力性が小さいことに求められる。しかしながらこの議論は、価

格が需要に与える影響に対する考察が十分とは言えない。本稿は、コメ

需要の所得弾力性を推計することによって、この問題点をあぶりだすこ

とができた。価格データを用いた需要に対する具体的な影響の分析は、

今後の研究課題としていくこととする。
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